
様式第 4のヌ（第 4条、第 5条関係） 

 

（１）           構 造 設 備 明 細 書 
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構 造 概 要  
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面 積                     ㎡ 

排 出 の 設 備  

電 気 設 備 （６） 

消 火 設 備 （７） 

工 事 請 負 者 

住 所 氏 名 
      （８）    電話 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 建築物欄

は、 

第一種販売取扱所 
を設置する建築物について記入すること。 

第二種販売取扱所 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 一 種 販 売 取 扱 所  

第 二 種 販 売 取 扱 所 



 

第一種販売取扱所・第二種販売取扱所構造設備明細書記入要領 

項      目 記     入     内     容 

(１)申請種別 申請以外の区分を二重線で消します。 

(２)事業所の概要 販売取扱所が設置されている事業所の主たる事業内容を記入します。 

(３)建築物の構造 当該建築物全体について記入します。 

(４)店舗部分の構造 構造等について，各項目を記入します。 

(５)配合室 
床面積，可燃性蒸気を排出する設備の位置，構造，付属設備の概要を記

入します。 

(６)電気設備 

危政令第９条第１項第 17条が適用されることにより，電気設備に関す

る技術上の基準を定める省令（以下「電設基準」という。）に基づき設

置される電気設備の種類，防爆構造の種別又は記号及び個数を記入しま

す。ただし，電気設備が多岐にわたる場合等は，総合的に捉えて，「電

気工作物に係る法令のとおり設置する。」と記入することができます。 

(７)消火設備 
危政令別表第５に規定する区分，設備名，設置数等を記入します。 

（例）第５種粉末消火設備２本 

(８)工事請負者住所氏名 
工事請負者の住所，氏名（法人は主たる事業所の所在地，法人名，工事

責任者名）及び連絡先の電話番号を記入します。 

 


